













最決平成 29年 8月30日民集 71巻 6号 1000頁
【事案の概要】
- A社（対象会社（会社法（以下「法」という） 179条2項））およびY社（利害関係参加
人）は，平成 27年 10月16日までに，公開買付けにおいて Y社がA社の発行済
株式の全てを取得し， A社を完全子会社とすることを目的としていること，公
開買付けが成立し， Y社がA社の株式の全てを取得することができなかった場





した。そして， Y社は，同日から同年 11月30日までの間， A社の普通株式を
対象として，ー株当たり 230円とする公開買付け（以下「本件公開買付け」という）
を行い，同年 12月1日時点において， A社の総株主の議決権の 95.28%を取得
し，法 179条 1項が定める特別支配株主となった。





を割当交付すること， Y社が売渡株式を取得する日（取得日（法 179条の 2第 1項5







三 Xは，平成 27年12月 28日，長野地方裁判所に対して法 179条の 8第 1項
に基づく売買価格の決定の申立て（以下「売買価格決定の申立て」という）を行い，そ
の後，同月 29日に 100株，同月 30日に 2900株の A社の普通株式（以下合わせて
「本件株式」という）を取得した。











において定めた取得日に売渡株式の全部を取得するものである（法 179条の 9第 1




























































































































































く」という Y社の主張（民集71巻 6号 1014頁）を採用しなかった。本決定がこの

























































































































































































(12) 原決定（民集 71巻 6号 1017頁~1018頁）はこのような論理を展開している，とも
読みえよう。










(16) 加藤貴仁「本決定判批」ジュリスト 1518号 103頁も同旨。
(17) 株式買取請求権について，法制審議会会社法制部会「第 7回会議議事録」 40頁〔藤
田友敬委員発言〕参照。なお， （二）において後述する点を除けば，このような取り扱い
にしても問題が生じないことなどに係る理由づけについては，拙稿① • 前掲参照。
(18) 久保田・前掲 89頁も同旨。弥永・前掲 3頁，加藤・前掲 103頁，高橋・前掲 123頁
も参照。なお，「当然の前提」（民集 71巻 6号 1018頁）という文言の意味次第では，原
決定も本決定と同様であると読みうる。また，原々決定も同旨 ((4) (ア）参照）。
(19) ただし，原々決定は異なり ((4) (ア）参照），決定要旨②および③の文言のみに鑑
みれば，そのように説明することは難しいように思われる。
(20) 松田・前掲 92頁参照。








(24) 企業内容等の開示に関する内閣府令（以下「開示府令」という） 19条 2項 4号の 2
なども参照。
(25) 前掲注 (14)および (20) に対応する本文参照。
(26) 辰巳• 前掲 49頁参照。関連して，久保田・前掲 90頁も参照。
(27) なお， Xの抗告理由においては，公告後株主であっても申立てをすることができる，

























(35) 以上，久保田・前掲 90頁参照。また，前掲注 (14)および注 (20) ならびにそれら
に対応する本文も参照。
(36) なお，前掲注 (35) に対応する本文において引用した見解は，本決定がこのように
考えなかったのは妥当であるとも言える，と述べるが，（二）で言及するもの以外のその
理由づけについては，久保田・前掲 90頁参照。関連して，高橋・前掲 131頁も参照。
(37) 関連して，大塚• 前掲 67頁は，この者による申立てが権利濫用法理により制限され
るかどうかが，本決定の残された課題である，と述べる。
(38) 松田・前掲 92頁参照。
(39) 久保田・前掲 90頁~91頁参照。本文中の前半については，林・前掲 68頁~69頁，
加藤・前掲 103 頁，田中・前掲 62 頁，本文中の後半については，弥永• 前掲 3頁，田
中・前掲同頁も参照。関連して， Xは原決定においてまたは抗告理由として「株主が価
格決定の申立てをすることで特別支配株主に撤回を促すこともできる」と主張していた
（民集 71巻 6号 1018頁）。もっとも，高橋・前掲 128頁~130頁は，「想定を超える数量
の売渡株式等につき」「申立てがなされたことを受けてキャッシュ・アウトを中止すると









































(43) 詳細については，拙稿③ • 前掲および拙稿④ • 前掲参照。
(44) 前掲注 (31)参照。





























































(53) 辰巳• 前掲48頁参照。大塚・前掲 67頁，高橋・前掲 123頁~125頁，拙稿① • 前掲
も参照。





(57) この点についても，前掲注 (13)参照。詳細については，拙稿① • 前掲参照。
(58) 本文中において述べたことと二(-) (4) (ア）において前述したことに鑑みれば，
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